
主 な 補 正 項 目

１ 新型コロナウイルス感染症対策事業

Ⅰ 医療提供体制・感染症対策
 医療提供体制の強化 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

１ 感染症入院患者等 3,974,962 新型コロナウイルス感染症患者等を受け 健康福祉部

病床確保事業 入れる医療機関において、入院用の病床を ［医療政策課］

あらかじめ確保してもらうための空床確保 ［薬事衛生課］

料や病床を確保する際に感染防止対策など

によりやむを得ず病床を休止するための費

用を助成

１ 国制度の拡充（35億6,768万円）

助成単価が増額され、また、年度末

まで対応できるよう、予算を増額

［負担割合］ 国10/10

２ 県制度による拡充（４億728万円）

重症患者を受け入れる場合に、重点

医療機関での単価と同額とするなど、

空床確保料を上乗せして助成

①ＩＣＵ（集中治療室）を確保した

場合 97,000円→301,000円

②ＥＲ（救命救急室）を確保した場

合 52,000円→211,000円

［負担割合］ 県10/10

［助成対象医療機関及び空床確保料］

区分
国補正1次分 空床確保料

（1床あたり日額）
区分 要件

国補正2次分 改正後空床確保料
（1床あたり日額）

重点医療機関
・都道府県が指定
・病棟単位で新型コロナウイルス感染症あ
　るいは疑い患者用の病床確保

ICU（集中治療室） 301,000円
HCU（高度治療室） 211,000円
上記以外の病床　　 52,000円

※休止病床も対象

一般医療機関
・重点医療機関以外の新型コロナウイルス
　感染症患者等を入院させる医療機関

ICU（集中治療室）　97,000円
重症・中等症患者　 41,000円
上記以外の病床　　 16,000円

※休止病床も対象

協力医療機関

・都道府県が指定
・新型コロナウイルス疑い患者専用の個
　室を設定して、新型コロナウイルス疑
　い患者を受け入れるための病床を確保

ICU（集中治療室） 301,000円
HCU（高度治療室） 211,000円
上記以外の病床　　 52,000円

※休止病床も対象

ICU（集中治療室）　97,000円
重症・中等症患者　 41,000円
上記以外の病床　　 16,000円

※休止病床は対象外

なし



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

２ 新型コロナウイル 63,900 新型コロナウイルス感染症に関する電話 健康福祉部

ス感染症の相談体 相談窓口や「帰国者・接触者相談センター」［薬事衛生課］

制強化事業 の体制を確保

年度末まで対応できるよう、予算を増額

３ 帰国者・接触者外 87,051 新型コロナウイルス感染が疑われる患者 健康福祉部

来設備整備事業 を診察する「帰国者・接触者外来」におけ ［薬事衛生課］

る空気清浄機、個人防護具等の整備に要す

る経費を助成

年度末まで対応できるよう、予算を増額

［補助対象医療機関］

帰国者・接触者外来設置医療機関

［負担割合］

国10/10

４ 新 地域外来・検査セ 40,306 新型コロナウイルス感染症の感染拡大や 健康福祉部

ンター設置事業 インフルエンザの流行等による発熱症状の ［薬事衛生課］

ある患者の増大により、帰国者・接触者外

来やＰＣＲ等の検査体制が逼迫する場合に

備え、高熱の症状があるなど、インフルエ

ンザ患者か新型コロナウイルス感染症患者

か判別が難しい方を対象に診察や検査等を

行う地域外来・検査センターの設置体制を

確保

［設置場所・設置形態］

県内７保健所単位で設置・運営

［設置時期］

帰国者・接触者外来での診療や検査

体制が逼迫するおそれが生じた場合に、

一時的に設置

［地域外来・検査センター業務］

・診察及び抗原定性検査の実施

・ＰＣＲ検査等の検体採取

［設置手法］

医師会又は医療機関へ委託

［負担割合］ 国1/2・県1/2



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

５ ＰＣＲ検査等の体 115,903 感染症法に基づく行政検査体制の強化の 健康福祉部

制整備事業 ため、医療機関等におけるＰＣＲ検査機器 ［薬事衛生課］

等の整備に要する経費を助成

あわせて、県におけるＰＣＲ検査等の体

制を確保

①県におけるＰＣＲ検査等の実施

（参考）県のＰＣＲ検査等の体制

保健環境科学研究所

・ＰＣＲ検査 現在 96検体／日

12月末～

288検体／日

・抗原定量検査 ９月～

300検体／日

浜田保健所

・抗原定量検査 12月(予定)～

120検体／日

②医療機関における検査体制の強化

［検査機関（助成対象機関）］

島根大学医学部附属病院 など

［ＰＣＲ検査可能件数］

20検体→70検体／日

［負担割合］ 国10/10

６ 新 妊産婦総合支援事 18,967 新型コロナウイルス感染症の流行が続く 健康福祉部

業 中で、強い不安を抱えて生活している妊産 ［健康推進課］

婦に寄り添った支援を実施

①妊婦への分娩前のＰＣＲ検査

希望する妊婦に対し、ＰＣＲ検査を

実施

［負担割合］ 国10/10

②ウイルスに感染した妊産婦の支援

新型コロナウイルス感染症に感染し

た妊産婦に対し、退院後、助産師や保

健師等の訪問・電話による支援を実施

［負担割合］ 国10/10



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

７ 感染症患者移送事 5,189 ＰＣＲ検査等により感染が判明し、入院 健康福祉部

業 することになった患者の病院への移送体制 ［薬事衛生課］

を確保

年度末まで対応できるよう、予算を増額

８ 新 感染症患者等受入 257,640 新型コロナウイルス感染症患者等の受入 健康福祉部

医療機関の院内感 医療機関における院内感染防止対策に必要 ［薬事衛生課］

染防止対策支援事 な設備整備等に要する経費を助成

業 ［助成対象医療機関］

救急・周産期・小児医療を提供する

感染症患者等受入医療機関

［助成対象経費］

簡易陰圧装置、簡易ベッド、ＨＥＰＡ

フィルター付きパーテーション、個人

防護具、消毒液 など

［負担割合］

国10/10

９ 新 感染症患者等入院 125,000 新型コロナウイルス感染症患者等の入院 健康福祉部

医療機関施設整備 病床を確保するために必要な施設整備に要 ［薬事衛生課］

事業 する経費を助成

［助成対象医療機関］

新型コロナウイルス感染症患者等入

院医療機関

［助成対象経費］

・ゾーニングや個室転換のための間仕

切り工事費

・陰圧環境の整備費 など

［助成上限額］

新型コロナウイルス感染症患者等の

入院確保病床１床あたり50万円

［負担割合］

県10/10



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

10 感染症患者等入院 132,755 新型コロナウイルス感染症患者等の入院 健康福祉部

医療機関設備整備 医療機関における人工呼吸器、体外式膜型 ［薬事衛生課］

事業 人工肺（ＥＣＭＯ）、簡易陰圧装置等の整

備に要する経費を助成

整備費の確定等により事業費が増加した

ことにより、予算を増額

［助成対象医療機関］

新型コロナウイルス感染症患者等入

院医療機関

［負担割合］

国10/10

※国の助成基準額を超える部分は

県10/10

11 新 重点医療機関にお 816,165 重点医療機関において、新型コロナウイ 健康福祉部

ける医療体制整備 ルス感染症患者に高度かつ適切な医療を提 ［薬事衛生課］

事業 供するために必要な設備の整備に要する経

費を助成

［整備内容］

・超音波画像診断装置

・血液浄化装置

・気管支鏡 など

［負担割合］

国10/10

12 新 医療機関等の備品 16,000 新型コロナウイルス感染症の影響により、 健康福祉部

備蓄事業 医療機関において調達が困難となった場合 ［医療政策課］

に備えて、県において医療用ガウンを購入

し備蓄

［備蓄数量］

20,000枚（２か月程度分）



 学校等における感染防止・学習環境の確保 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

13 県立学校における 17,050 新型コロナウイルス感染症への対応とし 教育委員会

保健室の設備整備 て、健康診断用器具の自動滅菌器を整備 ［保健体育課］

［整備箇所］

県立学校 31か所

14 新 特別支援学校にお 4,070 障がいにより体温調整が困難な児童生徒 教育委員会

ける冬期換気対策 への対応として、冬期の換気時に窓を十分 ［特別支援教

に開けられない教室にＨＥＰＡフィルター 育課］

付き空気清浄機を設置

15 県立学校寄宿舎の 455,337 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 教育委員会

改修 防止するため、県立学校寄宿舎の舎室及び ［教育施設課］

浴室における感染防止及び衛生対策のため

の改修を実施

［整備箇所］

・舎室の改修 県立学校７寄宿舎

・浴室の改修 県立学校13寄宿舎

［整備内容］

①舎室の改修

ハイベッドの導入等により、児童

生徒同士の距離を確保できる環境を

整備

②浴室の改修

劣化が進んだ換気扇の交換や床面

の素材交換など感染防止のための改

修



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

16 私立学校寄宿舎の 217,374 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 総 務 部

改修 防止するため、私立学校の寄宿舎における [総 務 課]

感染防止及び衛生対策のための改修等を支

援

［対象施設］

・私立中学校

・私立高校

［支援対象］

・舎室の改修

・浴室の改修 など

※今後各学校の現地確認の結果を踏ま

え対象を決定

［助成率］

10/10

17 新 私立専修学校にお 7,000 新型コロナウイルス感染症対策に対応し 総 務 部

ける感染防止対策 た学校教育活動を進めるため、私立専修学 [総 務 課]

等 校専門課程に必要な備品購入等に要する経

費を助成

［助成率］

1/2

［助成上限額］

１校あたり50万円

18 新 産業教育設備の整 150,000 県立高校における職業実習を社会情勢の 教育委員会

備 変化に対応させながら効果的に進めるとと ［教育施設課］

もに、３密を避けた実習環境を確保するた

め、必要な産業教育設備を整備

［整備例］

①設備の新設等

・キャッシュレス決済端末

・３Ｄプリンター

・パウチ殺菌装置 など

②３密回避に必要な設備の増設

・測量機器

・介護モデル人形 など



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

19 新 県立学校における 5,496 臨時休業時の遠隔授業を円滑に実施する 教育委員会

遠隔授業を推進す ため、教育センター等で実施している教員 ［教育指導課］

るためのヘルプデ 向け研修に加え、通信の不具合解消や教員

スク設置 の操作理解に対する支援を行うヘルプデス

クを設置

20 新 特別支援学校にお 14,014 新型コロナウイルス感染症への対応とし 教育委員会

ける学習環境の整 て、重症化リスクなど児童等の障がいの特 ［特別支援教

備 性に応じ、特別教室等においても個別授業 育課］

を行うため、普通教室と同様に大型提示装

置を設置

21 新 高等技術校におけ 12,750 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 商工労働部

るオンライン訓練 備え、オンラインで訓練を継続するための ［雇用政策課］

のための環境整備 環境を整備

22 悩みの相談事業 11,107 新型コロナウイルス感染症への対応によ 教育委員会

る生活の変化等に伴い、児童生徒の心のケ ［教育指導課］

アに適切に対応するため、ＳＮＳによる悩 総 務 部

み相談の期間の延長や子供ＳＯＳダイヤル [総 務 課]

等の周知を強化するとともに、教育センタ

ーによる相談体制を拡充

［拡充内容］

・ＳＮＳによる悩み相談

相談期間を３月31日まで延長

・子供ＳＯＳダイヤル等

全小学生に周知カードを配布

・教育センターによる教育相談

相談員の配置 月12日→月16日



Ⅱ 県内経済や県民生活の回復に向けた施策
 県内経済を守る施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

23 新 公共交通特別支援 634,045 新型コロナウイルス感染症の影響により 地域振興部

事業 利用者数が著しく減少する中、県民生活を ［交通対策課］

支えるため事業を継続している公共交通事

業者に対して運行経費の一部を助成

24 新 公共交通設備整備 123,982 新型コロナウイルス感染症の影響により 地域振興部

等支援事業 利用者数が著しく減少する中、県民生活を ［交通対策課］

支えるため事業を継続している公共交通事

業者に対して、新型コロナウイルスの感染

防止や利便性の向上等のために実施する設

備整備等に要する経費を助成

県 市町村

10/10 － 276,917

10/10 － 28,680

地域間幹線系統 10/10 ※ 122,537

広域バス路線 1/2 1/2 4,690

生活交通確保対策交付金
対象系統

1/3 2/3 60,850

1/2 1/2 82,160

2/3 1/3 58,211

　※市町村も一定額を追加支援

隠岐汽船

予算額
（千円）

助成対象
負担割合

高速バス

空港連絡バス

一般路線
バス

一畑電車

国 県 市町村 事業者

一畑バス 交通系ＩＣカード導入経費 1/3 1/3 1/3 －

松江市交通局 交通系ＩＣカード導入経費 1/3 1/6 1/6 1/3

一畑電車 Wi-Fi設置費 － 2/3 － 1/3 1,760

隠岐汽船 キッズスペース等整備費 － 2/3 1/3 －

隠岐広域連合 隠岐航路の収益向上策等の検討経費 － 2/3 1/3 －
19,333

助成対象
負担割合

助成対象経費
予算額

（千円）

102,889



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

25 就職内定者合同研 1,170 県内中小企業の内定者を対象として県が 商工労働部

修支援事業 実施する合同研修会について、３密を回避 ［雇用政策課］

するため、当初の予定より開催回数を増や

すこと等により実施

26 新 アプリを活用した 9,209 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

情報発信事業 学生の就職活動が制限される中、「しまね ［雇用政策課］

学生登録」の登録者に対し、アプリを活用

して就職情報等を届けるため、必要な情報

システムを構築

27 新 しまね女子回帰・ 34,700 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

定着促進事業 学生の就職活動が制限される中、女子学生 ［雇用政策課］

の県内就職に向けた就職活動を支援

①文系女子学生とＩＴ企業とのマッチン

グ支援

県内ＩＴ企業の女子社員が就職イベ

ントやオンライン企業ツアーで仕事の

の魅力を紹介

②女子学生が求める企業情報の提供

就職活動中の若者を惹きつける情報

発信の改善に取り組む企業のモデル的

な取組を支援

［助成対象経費］

計画の策定・実践に係る経費（コ

ンサルタント料、広告費、環境整備

費、専任社員の人件費など）

［助成率］

1/2

［助成上限額］

300万円



 県民による県内消費を喚起する施策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

28 新 県産水産物を活用 25,000 新型コロナウイルス感染症の影響により、 農林水産部

した学校給食緊急 県産水産物の価格の低下や売上げの減少が ［水 産 課］

提供事業 生じている中、希望する小中学校等の学校

給食に無償提供することで消費喚起を促進

［提供対象］

県内の給食を実施する小中学校等

［実施回数］

年１～５回程度

［実施方法］

加工業者等と調整の上、希望する各

小中学校等へ提供

［負担割合］

国10/10

29 貸切バス等による 40,000 外出自粛の影響により止まっていた県内 地域振興部

県民の県内移動支 の人の環流を促進し、県内の旅行や視察な ［交通対策課］

援事業 どの需要を喚起するため、貸切バス等の利

用料金の一部を助成

県内の人の環流を引き続き促進するた

め、実施期間を延長

［実施期間］

11月末まで

（参考）

［助成対象者］

・貸切バス事業者

・レンタルバス利用者

［助成対象経費］

県内の市町村をまたがる旅行や行事

等で利用する貸切バスの運賃、レンタ

ルバスの基本料金等

［助成率］

2/3

［助成上限額］

契約１件あたり20万円



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

30 県内航空路線利用 13,000 新型コロナウイルス感染症の影響で大幅 地域振興部

促進事業 に落ち込んでいる航空機利用者の需要を喚 ［交通対策課］

起するため、利用促進のための経費の一部

を助成

［助成先］

・21世紀出雲空港整備利用促進協議会

・隠岐空港利用促進協議会

［主な事業］

①新聞、テレビ等を活用した広告宣伝

②航空会社及び旅行会社に対する旅行

商品造成支援 など

［負担割合］

県1/2・市町村1/2



 県内経済を回復させる施策 (単位:千円）

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

31 新 新型コロナウイル 1,050,000 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 農林水産部

ス感染症対策農林 た農林漁業者が、経営を継続し、生産を回 ［農林水産総

水産業収益向上緊 復・拡大できるような環境を整えるために 務課］

急支援事業 必要な施設整備・機械導入等を支援

①小規模事業者向け補助金

［対象事業者］

常時従業員数が20人以下の事業者

［対象となる取組］

省力化に資するものとして、県が

認める施設の整備・機械の導入

［助成額］

50万円以内

※複数事業者による共同申請可

（上限10名）

※集落営農法人については、法人

構成員数（上限10名）×50万円

が上限

②意欲ある地域・グループ向け補助金

［②意欲ある地域・グループ向け補助金等の事業内容］

区分 対象となる取組 整備する機械・設備（例） 補助率 補助上限額

共同利用施設の整備 穀物乾燥機、冷蔵施設 2/3 (※） 100百万円

肥育農家を核とした肉用
牛生産体制の構築

細霧装置、バーチカルミキサー
連携経営体数

×40万円
４百万円

製材用原木の需給拡大に
向けた高性能林業機械等
の整備

14百万円

製材加工施設の整備 50百万円

安心安全な水産物の供給

共同加工施設の整備によ
る海藻加工品等の製造

　※　国庫事業・既存県事業と併用の場合、補助率1/3

2/3 (※）

10百万円

農業

殺菌冷海水装置、共同加工施設

高性能林業機械、製材品仕上げ加
工機

林業

水産業



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

32 新 県産木材県外販路 6,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 農林水産部

開拓緊急対策事業 木材製品の販売が落ち込む中、他県との販 ［林 業 課］

売競争を勝ち抜き販路開拓を進めるため、

県内の製材工場等が開発した新商品等の展

示商談会の開催を支援

［開催時期］

令和３年１月末～２月初旬頃（予定）

［開催場所］

大阪府内（予定）

［展示商談会参加者］

（出展者）

県内製材工場

（参加者）

建築士、工務店、建材店等

［実施主体］

（一社）島根県木材協会

33 新 農林水産業技術基 203,951 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 農林水産部

盤強化対策事業 る中、県内農林水産業者が高い収益性を確 ［農林水産総

保するのに必要な生産技術の導入を支援す 務課］

るため、農業技術センター等の試験研究設

備の機能向上を図り、新たな技術の開発と

早期の普及を推進

[整備内容]

・スマート農業対応ハウス

・流速・水温観測用ブイ

・木材乾燥施設 など



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

34 新 新型コロナウイル 30,000 新型コロナウイルス感染症の影響により、 商工労働部

ス対応経営改善支 厳しい経営環境にある中小企業者等が、関 ［中小企業課］

援事業 連業種への進出により経営改善を図るため

に必要な施設改修や備品購入等を支援

［関連業種への進出例］

・飲食店から食品製造業への進出

・観光業から運送業への進出 など

［助成要件］

事業費が100万円を超えるもので、

経営革新計画を策定したもの

［助成率］

2/3

［助成上限額］

500万円

35 ものづくり産業サ 50,000 新型コロナウイルス感染症の影響による 商工労働部

プライチェーン再 サプライチェーンの再構築等に伴い新市場 ［産業振興課］

構築等対応推進事 の開拓等が必要となった県内製造業者の設

業 備導入等を支援

事業者からの申込状況等を踏まえ、予算

を増額

（参考）

ものづくり産業サプライチェーン再構

築等対応推進事業の概要

［助成率］

2/3

［助成上限額］

1,000万円



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

36 新 ものづくり産業生 103,500 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

産プロセス変革支 売上高等が減少している県内中小企業の生 ［産業振興課］

援事業 産性を高めるため、県内製造業者による遠

隔操作や自動化など生産プロセスの変革に

必要な設備導入等を支援

［助成率］

1/2

［助成上限額］

1,000万円

このほか、しまね産業振興財団による企

業向けセミナーや個別相談を実施し、企業

への伴走支援を強化

37 新 しまねデジタル利 15,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

活用推進事業 売上高等が減少している県内中小企業の生 ［産業振興課］

産性を高めるため、デジタル技術を用いた

取組をモデル的に支援

［取組例］

・製品の欠陥を効率的に発見するため

の画像認識モデル作成など製品検査

へのＡＩ導入

・設備の稼働状況をデータ化、一元化

するためのシステム導入など生産管

理へのＩＴ導入 など

［助成率］

1/2

［助成上限額］

300万円



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

38 ものづくり産業技 203,050 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

術基盤強化対策事 経済情勢の先行きが見通せない中、県内製 ［産業振興課］

業 造業者の競争力を高めていくために必要な

技術力や品質管理能力の向上を支援するた

め、産業技術センターが行う依頼試験や機

器開放に用いる装置を今後の開発に求めら

れる技術レベルを満たすよう整備

[整備内容]

・熱分析装置

・金属成分分析システム

・三次元動作解析システム など

39 地消地産化モデル 30,000 新型コロナウイルス感染症により影響を 商工労働部

創出支援事業 受けた地域経済を回復・拡大させるため、 ［しまねブラ

１次から３次産業まで波及する地域経済循 ンド推進課］

環の拡大に資する食品製造事業者等の取組

を支援（Ｒ２年度当初予算事業を増額）

［取組例］

・県産原材料の調達や加工に向けた設

備導入等

・県内需要に応じた新商品の開発、製

造に向けた設備導入等

［助成率］

1/2

［上限額］

1,000万円



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

40 新 外部リソースを活 12,500 新型コロナウイルス感染症の影響により 商工労働部

用したものづくり 経済情勢の先行きが見通せない中、県内製 ［産業振興課］

産業販路拡大支援 造業者の受注量を確保していくため、専門

事業 的な知識やスキルを備えた専門商社等を活

用した販路拡大の取組を支援

①専門商社等の活用

専門商社等が、複数の県内製造業者

の製品をコーディネートし、展示会等

で販路開拓を行う場合の出展経費等を

助成

［助成率］

2/3

［助成上限額］

300万円

②セミナー等による支援

営業代行を活用した効果的な販路開

拓についての企業向けセミナーや個別

相談により県内製造業者の取組を支援

［実施機関］

しまね産業振興財団

41 県産品展示・商談 1,346 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 商工労働部

会代替企画の開催 伴い開催を延期した島根県産品展示・商談 ［しまねブラ

会の代替として、小規模の商談会を県内各 ンド推進課］

地で開催

42 新 しまねの立地環境 6,760 新型コロナウイルス感染症を契機とした 商工労働部

ＰＲキャラバン事 サプライチェーンの再構築やＢＣＰを考慮 ［企業立地課］

業 した企業の地方拠点整備の動きに対応し、

県外企業に対して立地環境や支援制度等を

ＰＲするため、大都市圏において小規模な

セミナー等を開催



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

43 新 しまねプレミアム 96,100 国の「ＧｏＴｏトラベルキャンペーン」 商工労働部

観光券 に呼応し、県内への誘客と県内観光施設へ ［観光振興課］

の周遊を促すため、観光施設の入場料や体

験料に利用できる特典付き前売り券を発行

［特典内容(想定）］

1,000円の観光券を500円で販売

［発行枚数(想定）］

１５万枚(購入枚数の上限あり)

［購入方法等（想定）］

・スマートフォンから購入専用サイト

へアクセスし、キャッシュレス決済

・発券は、決済後即時に電子発行（デ

ジタルチケット）

［対象施設］

県内観光施設（事前登録制）

[発売時期]

11月上旬頃を想定

44 新 旅行会社等と連携 111,700 国の「ＧｏＴｏトラベルキャンペーン」 商工労働部

した誘客プロモー に呼応し、旅行会社等と連携した誘客プロ ［観光振興課］

ション モーションを実施

［主な誘客手法］

①中国地方向け

１人２席確保を要件としたバスツ

アー商品（県内宿泊）の造成

②関西向け

鳥取県及びＪＲ、旅行会社と連携

した誘客プロモーション

③仙台・静岡・名古屋向け

ＦＤＡ出雲線を利用したバスツア

ー商品の造成や、レンタカーなど２

次交通の利用助成を実施

（予算額の内訳）

観光券 96,100

特典相当分 75,000

事務費等 21,100



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

45 新 外国人観光客の受 25,237 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 商工労働部

入環境整備 たインバウンド需要を回復・拡大させるた ［観光振興課］

め、外国人観光客の満足度アップと消費拡

大に向けた受入環境を整備

①デジタルプラットフォームの活用

観光施設や飲食店等がより効果的に

情報発信を行えるよう、インターネッ

トの地図サイト等での施設登録を促進

するためのセミナーや個別相談、登録

代行支援を実施

②多言語メニューの作成

飲食店等のメニューを自動で多言語

化するサイトを構築し、県内事業者に

よる多言語メニューの作成を支援

（注）デジタルプラットフォーム：

インターネット上で事業者と消費者等とを

つなぐ場を提供する検索サービスなど

46 県立しまね海洋館 109,504 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 地域振興部

魅力アップ事業 減少した入館者の回復・拡大を図るため、 ［しまね暮ら

しまね海洋館の魅力アップ等の取組を実施 し推進課］

①魅力アップ

・プロジェクションマッピングを導入

して空間を演出

・クラゲの水槽を新たに設置 など

②集客のための宣伝強化

・テレビＣＭの制作

・アクアスの展示生物の魅力の他、周

辺情報も掲載したパンフレットを作成



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

47 新 芸術文化センター 6,325 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 環境生活部

魅力アップ事業 減少した入館者の回復・拡大を図るため、 ［文化国際課］

芸術文化センターの魅力アップを実施

・ホームページやＳＮＳを活用した情報

発信

収蔵作品を高品質データ化し、情報

発信を強化

48 三瓶自然館等魅力 168,206 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 環境生活部

アップ事業 減少した入館者の回復・拡大を図るため、 ［自然環境課］

三瓶自然館等の魅力アップを実施

①三瓶小豆原埋没林公園の展示の充実

・映像や三瓶山立体模型を整備し、埋

没林の成り立ち等を分かりやすく伝

えるためのガイダンス解説を充実

・プロジェクションマッピングを活用

した迫力ある展示を実施

②三瓶自然館のプラネタリウム設備の更新

・老朽化したスクリーンの改修

・感染予防に配慮した座席間隔に広げ、

バリアフリーも配慮した鑑賞環境を

整備



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

49 自然公園の魅力ア 105,000 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 環境生活部

ップ事業 た観光需要を回復・拡大させるため、県内 ［自然環境課］

自然公園等の魅力を向上させ、安全・安心

・快適に利用できるよう施設整備を実施

①自然公園等の整備

［実施内容］

・自然公園等の歩道施設、案内標識

等の新設、改修、撤去等

・修景伐採、枯損木処理等

［実施箇所例］

・外ノ浦（浜田市）

・裏匹見峡（益田市）

・千丈渓（邑南町）

・那久岬、大満寺山（隠岐の島町）

②保全地域等の整備

［実施内容］

自然保護活動を実施している民間

団体の創意工夫を生かし、遊歩道修

繕や支障木伐採等を実施

［実施箇所例］

民間団体が希少種の保全や自然環

境に親しむ場として活動している地

域



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

50 新 地方回帰に対応し 109,486 新型コロナウイルス感染症の影響により 地域振興部

た移住促進事業 地方移住への関心が高まっている中、島根 ［しまね暮ら

への移住者を増やすための取組を推進 し推進課］

①移住情報ポータルサイトの改修

移住に関心を持ち始めた人にも、島

根の暮らしをイメージできるよう移住

情報のポータルサイトをリニューアル

②オンライン対応のための機能強化

オンラインでの移住相談やイベント

を実施するためのスペースや機器をふ

るさと島根定住財団に整備

③テレワークへの支援

県外の方が、島根でテレワークをす

るための経費の一部を助成

［助成対象者］

島根でテレワークにより勤務を行

う県外企業の従業員や個人事業者

［助成対象及び助成上限額］

・通信費 上限額5,000円／月

・シェアオフィス使用料

上限額２万5,000円／月

・雇用企業等への出張交通費

月１回 上限額３万円／月

など

④情報冊子・ＷＥＢページ作成

高校生、大学生、保護者向けに島根

の暮らしをイメージできる情報冊子・

ＷＥＢページを作成



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

51 新 特定地域づくり事 20,000 新型コロナウイルス感染症の影響により 地域振興部

業協同組合設立支 地方移住への関心が高まっている中、地域 ［中山間地域

援交付金 の担い手を確保する仕組みである特定地域 ・離島振興

づくり事業協同組合の設立に係る初期経費 課］

を助成

［事業主体］

市町村

［助成対象経費］

特定地域づくり事業協同組合の設立

支援経費

［助成率］

10/10

［助成上限額］

１市町村あたり200万円

（注）特定地域づくり事業協同組合：

地域全体の仕事を組み合わせて年間

を通じた仕事を創出し、地域内外の若

者などを職員として雇用・派遣する地

域の民間企業などが出資する協同組合



Ⅲ 県民生活の支援
 県民生活の支援 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

52 新 保育所・放課後児 355,996 新型コロナウイルス感染症に係る緊急事 健康福祉部

童クラブ等従事者 態宣言中等において、国による学校の休業 ［子ども・子

に対する応援協力 要請がある中、社会活動継続のために子ど 育て支援課］

金支給事業 もの預かりに従事し、心身ともに多大な負

担のあった保育所・放課後児童クラブ等の

職員に対し、市町村と協力して応援協力金

を支給

［支給対象者］

緊急事態宣言中等（3/2～5/25）に

子どもの預かりを行っていた施設で、

期間中５日以上の勤務実績があり、４

月１日以降も在籍している職員

［支給対象施設］

・保育所、認定こども園、幼稚園

・放課後児童クラブ

・認可外保育施設 など

［支給基準額］

５万円／人

うち県支給額 ２万5,000円

市町村支給基準額

２万5,000円

※認可外保育施設は県から５万円／人

を支給



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

53 新 児童養護施設等従 16,651 新型コロナウイルス感染症に係る緊急事 健康福祉部

事者に対する応援 態宣言中等において、24時間継続した子ど ［青少年家庭

協力金支給事業 もの代替養育という社会的責任を果たし、 課］

心身ともに多大な負担のあった児童養護施

設等に勤務する職員に対し、応援協力金を

支給

［支給対象者］

緊急事態宣言中等（3/2～5/25）に

事業継続していた児童養護施設等で、

期間中５日以上の勤務実績があり、４

月１日以降も在籍している職員

［支給額及び負担割合］

５万円／人（県10/10）

54 児童養護施設等に 112,500 児童養護施設等における新型コロナウイ 健康福祉部

おける感染拡大防 ルス感染症の感染拡大防止に要する経費を ［青少年家庭

止対策支援事業 助成 課］

助成基準額の拡充により、予算を増額

［負担割合］

国10/10

55 新 保護施設等の事業 1,000 保護施設等における新型コロナウイルス 健康福祉部

継続支援等事業 感染症の感染拡大を防止するため、かかり ［地域福祉課］

増し経費や事業継続に向けた取組に要する

経費を助成

［助成内容］

・衛生用品購入経費

・事業継続計画策定経費 など

［負担割合］

国10/10



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

56 介護施設等におけ 5,000 新型コロナウイルス感染症の拡大防止や 健康福祉部

るＩＣＴ等導入支 介護業務の負担軽減等のため、介護施設等 ［高齢者福祉

援事業 における介護ソフト等の導入に係る経費を 課］

助成

補助上限額の拡充等により、予算を増額

［助成対象及び補助上限額］

・ＩＣＴ（介護ソフト、Wi-Fi機器等）

整備経費（一部追加）

補助上限額 30万円→50～130万円

・見守りセンサー導入に係る通信環境

整備経費（追加）

補助上限額 150万円

・移動支援、見守りセンサーなどの介

護ロボット導入経費

補助上限額 30万円

［助成率］

1/2

57 新 感染防止に配慮し 12,000 新型コロナウイルス感染症の感染防止に 健康福祉部

た児童虐待・ＤＶ 配慮しながら、児童虐待や配偶者からの暴 ［青少年家庭

等相談支援体制強 力等に関する相談支援体制の構築・強化を 課］

化事業 図るため、児童相談所等の体制を整備

［整備内容］

・テレビ電話による相談支援や、オン

ライン会議等に必要な通信機器

・感染予防のための衛生用品や密を避

けるための相談スペースの確保

など

［負担割合］

国1/2・県1/2



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

58 消費者行政推進・ 8,240 新型コロナウイルス感染症対策に便乗し 環境生活部

強化事業 た詐欺などによる消費者被害を防止するた ［環境生活総

め、被害に遭いやすい高齢者等に対する啓 務課］

発を実施

［実施内容］

新聞広告、テレビＣＭ等を活用し、

悪質商法の手口や困ったときの相談窓

口の紹介等を随時発信

59 消費者センター環 1,566 消費者センターにおいて、３密に配慮し 環境生活部

境整備事業 た消費生活相談を行うため、テレビ会議シ ［環境生活総

ステムの環境整備や相談室の拡張を実施 務課］

60 新 聴覚障がい者の相 2,800 新型コロナウイルス感染症の影響により 健康福祉部

談体制整備事業 聴覚障がい者が通院する際などに必要な手 ［障がい福祉

話通訳者等の同行が困難な状況がある中、 課］

遠隔手話サービスの実施など聴覚障がい者

が安心して相談等の意思疎通ができる体制

を整備

［実施内容］

・遠隔通訳用機材の整備

・市町村実施事業への助成

［負担割合］

国10/10

61 新 活動団体の自立促 6,281 新型コロナウイルス感染症の影響により 環境生活部

進と活性化事業 社会貢献活動の継続に支障が生じている ［環境生活総

ＮＰＯを支援するため、県民活動応援ポー 務課］

タルサイト「いきいき広場」の改修を実施

［実施内容］

・クレジット支払い機能の追加など、

キャッシュレス化によりＮＰＯへ寄

附をしやすい環境を整備

・ＮＰＯの活動状況や、寄附金を活用

した事業を紹介し、情報発信を強化



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

62 新 スマートフォン決 1,386 窓口納付以外の納付の方法を広げるため、 総 務 部

済アプリによる自 スマートフォンアプリを用いた電子決済サ ［税 務 課］

動車税の納付 ービスを自動車税に導入

［運用開始時期］

令和３年４月



Ⅳ その他
 県行政の体制強化等 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

63 新 リモート（遠隔） 18,700 受発注者の新型コロナウイルス感染症へ 土 木 部

臨場環境整備促進 の感染リスクの低減及び工事現場の生産性 ［技術管理課］

事業 の向上を図るため、工事等の打ち合わせや

現場確認等をリモート（遠隔）で実施でき

る環境を整備

［整備機関］

公共工事を発注する20機関

64 県の業務継続体制 5,796 新型コロナウイルス感染症の職員への感 地域振興部

の整備 染リスクを低減させるため、需要が高まっ ［情報政策課］

ているテレビ会議システムの機器整備を実

施

65 新 警察本部の業務継 11,722 新型コロナウイルス感染症の職員への感 警 察 本 部

続体制の整備 染による業務の中断を避けるため、サテラ

イトオフィス勤務等の実施に必要なモバイ

ル通信機器や、テレビ会議の実施に必要な

環境を整備

66 新型コロナウイル 22,000 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 防 災 部

ス感染症対策に対 よるマスク需給の逼迫により、県内におい ［防災危機管

応した県備蓄物資 て供給が滞った場合を想定し、多用途用と 理課］

整備事業 してマスクを備蓄

［備蓄枚数］

50万枚

67 採用試験・選考事 1,260 新型コロナウイルス感染症の感染を防止 人事委員会

務費 するため、３密を避ける対策等を行った上

で職員採用試験を実施



 県立施設の感染症対策 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

68 県立施設における 178,753 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 政策企画局

感染防止対策 防止するため、公の施設における３密回避 ［女性活躍推

や衛生対策のために必要な環境整備を実施 進課］

①３密回避 地域振興部

・換気のための網戸等の整備 ［しまね暮ら

あすてらす、グラントワ し推進課］

いきいきプラザ島根、いわみーる 環境生活部

・研修室や展示室等における入場者の ［文化国際課］

間隔や機能を確保するための設備等 ［スポーツ振

の整備 興課］

あすてらす、県民会館、グラントワ ［自然環境課］

体育施設、はつらつ体育館 健康福祉部

いきいきプラザ島根 ［健康福祉総

八雲立つ風土記の丘 務課］

古代出雲歴史博物館 農林水産部

②衛生対策 ［産地支援課］

・更衣室等の手洗い設備の自動化 ［ 水 産 課 ］

体育施設、はつらつ体育館 商工労働部

・検温のためのサーモグラフィ整備 ［商工政策課］

あすてらす、アクアス、県民会館 土 木 部

グラントワ、美術館、体育施設 ［都市計画課］

はつらつ体育館、サヒメル 教育委員会

花ふれあい公園、ゴビウス ［文化財課］

くにびきメッセ、浜山公園

八雲立つ風土記の丘

古代出雲歴史博物館

・キャッシュレス決済の導入

アクアス、グラントワ

水泳プール



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

69 指定管理者制度導 157,605 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に 政策企画局

入施設の指定管理 伴う休館等により利用料金収入等が減少し ［女性活躍推

料 ている指定管理施設の指定管理委託料を変 進課］

更 地域振興部

［しまね暮ら

し推進課］

環境生活部

［文化国際課］

［スポーツ振

興課］

［自然環境課］

健康福祉部

［健康福祉総

務課］

農林水産部

［産地支援課］

［水 産 課］

商工労働部

［商工政策課］

土 木 部

［都市計画課］

教育委員会

［文化財課］



２ その他 (単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

70 公共事業 1,967,896 災害復旧及び今後の災害への備え 農林水産部

（豪雨による被害 ①豪雨被害の災害復旧 11.1億円 土 木 部

対策） 災害復旧経費見込み 35.2億円

既定災害予算対応 24.1億円

②今後の災害への備え 8.6億円

71 企業誘致のための 326,316 企業立地促進助成金について、対象件数 商工労働部

各種助成事業 の変更等による増額 ［企業立地課］

［対象件数］

30件→34件

72 広域観光案内板緊 42,700 倒壊の危険性のある看板の撤去を緊急的 商工労働部

急撤去事業 に実施 ［観光振興課］

［撤去する看板等］

Ｓ55年～Ｈ10年に設置された約120基



(単位:千円)

新
No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

73 決算剰余金の活用 ［繰上償還］ 令和元年度の決算剰余金を活用し、県債 総 務 部

による県債の繰上 5,260,506 の繰上償還及び国民スポーツ大会運営費負 [財 政 課]

償還等 ［基金積立］ 担に備えた財政調整基金の積立てを実施

900,000

１．県債の繰上償還額等

２．繰上償還による収支改善効果額

３．財政調整基金の令和２年度末残高見込み 16,976百万円

うち国民スポーツ大会運営費負担分 900百万円

R3 R4 R5 R6 R7 R8～21 合計

 公的資金繰上償還
 (4.40％等)

▲ 2,402 ▲ 2,259 ▲ 4,661

 民間資金借換債
（推計借入利率
 1.1％)の発行中止

▲ 37 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 35 ▲ 488 ▲ 668

合　　計 ▲ 2,439 ▲ 2,295 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 35 ▲ 488 ▲ 5,329

600

5,261

(単位：百万円）

区　　分
繰上

償還額

収支改善効果額

4,661

（単位：百万円）

9,258

3,000

③補正予算財源 2,000

・Ｒ２．４月補正予算（専決） 208

・Ｒ２．６月補正予算 48

・Ｒ２．７月補正予算（専決） 342

・Ｒ２．９月補正予算 112

・今後の補正予算に計上予定 1,290

4,258

　　今回取り崩すもの （単位：百万円）

⑤減債基金（一般勘定）を取り崩し、繰上償還に活用 1,903

1,252

651

（３）県債の繰上償還額及び財政調整基金の積立額 （単位：百万円）

⑥決算剰余金の活用による県債の繰上償還額等 6,161

（Ｒ２．９月補正予算） （④＋⑤）

5,261

900

・県債の繰上償還額

・財政調整基金の積立額

項　　目 金　額

・Ｒ元．３月補正予算（専決）で積立て

（１）令和元年度の実質収支のうち、繰上償還等に活用するもの

（２）今年度繰上償還を行うため令和元年度中に基金に積み立て、

・Ｒ元．２月補正予算で積立て

項　　目 金　額

項　　目 金　額

①Ｒ元実質収支（繰越金） 

④県債の繰上償還等に活用

②Ｒ２当初予算計上済みの繰越金

（①－②－③） 


